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株式会社横浜銀行が実施する 

三和機材ホールディングス株式会社に対する 

ポジティブ・インパクト・ファイナンスに係る 
第三者意見  

 
    

株式会社日本格付研究所（JCR）は、株式会社横浜銀行が実施する三和機材ホールディングス株式会社に

対するポジティブ・インパクト・ファイナンス（PIF）について、国連環境計画金融イニシアティブのポジ

ティブ・インパクト・ファイナンス原則への適合性に対する第三者意見書を提出しました。 

本件は、環境省 ESG 金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2 項（4）に基づき設置されたポジティブイン

パクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンスの基本的考え方」への整合性も併

せて確認しています。 

 

 

＊詳細な意見書の内容は次ページ以降をご参照ください。 
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第三者意見書 
2024 年 3 月 25 日 

株式会社 日本格付研究所 
 

 

 

評価対象： 
三和機材ホールディングス株式会社に対するポジティブ・インパクト・ 
ファイナンス 

貸付人：株式会社横浜銀行 

評価者：株式会社浜銀総合研究所 

第三者意見提供者：株式会社日本格付研究所（JCR） 

 
 
 

結論： 
本ファイナンスは、国連環境計画金融イニシアティブの策定したポジティブ・イン
パクト・ファイナンス原則に適合している。 
また、環境省の ESG 金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2 項（4）に基づき設置さ
れたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトフ
ァイナンスの基本的考え方」と整合的である。 
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I. JCR の確認事項と留意点 
JCR は、横浜銀行が三和機材ホールディングス株式会社（「三和機材ホールディングス」）

に対して実施する中小企業向けのポジティブ・インパクト・ファイナンス（PIF）について、

株式会社浜銀総合研究所による分析・評価を参照し、国連環境計画金融イニシアティブ

（UNEP FI）の策定した PIF 原則に適合していること、および、環境省の ESG 金融ハイ

レベル・パネル設置要綱第 2 項（4）に基づき設置されたポジティブインパクトファイナン

スタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンスの基本的考え方」と整合的であるこ

とを確認した。 
PIF とは、SDGs の目標達成に向けた企業活動を、金融機関が審査・評価することを通じ

て促進し、以て持続可能な社会の実現に貢献することを狙いとして、当該企業活動が与える

ポジティブなインパクトを特定・評価の上、融資等を実行し、モニタリングする運営のこと

をいう。 
PIF 原則は、4 つの原則からなる。すなわち、第 1 原則は、SDGs に資する三つの柱（環

境・社会・経済）に対してポジティブな成果を確認できるかまたはネガティブな影響を特定

し対処していること、第 2 原則は、PIF 実施に際し、十分なプロセス、手法、評価ツールを

含む評価フレームワークを作成すること、第 3 原則は、ポジティブ・インパクトを測るプロ

ジェクト等の詳細、評価・モニタリングプロセス、ポジティブ・インパクトについての透明

性を確保すること、第 4 原則は、PIF 商品が内部組織または第三者によって評価されてい

ることである。 
UNEP FI は、ポジティブ・インパクト・ファイナンス・イニシアティブ（PIF イニシア

ティブ）を組成し、PIF 推進のためのモデル・フレームワーク、インパクト・レーダー、イ

ンパクト分析ツールを開発した。横浜銀行は、中小企業向けの PIF の実施体制整備に際し、

浜銀総合研究所と共同でこれらのツールを参照した分析・評価方法とツールを開発してい

る。ただし、PIF イニシアティブが作成したインパクト分析ツールのいくつかのステップ

は、国内外で大きなマーケットシェアを有し、インパクトが相対的に大きい大企業を想定し

た分析・評価項目として設定されている。JCR は、PIF イニシアティブ事務局と協議しな

がら、中小企業の包括分析・評価においては省略すべき事項を特定し、横浜銀行及び浜銀総

合研究所にそれを提示している。なお、横浜銀行は、本ファイナンス実施に際し、中小企業

の定義を、PIF 原則等で参照している IFC の定義に拠っている。 
JCR は、中小企業のインパクト評価に際しては、以下の特性を考慮したうえで PIF 原則

との適合性を確認した。 
① SDGs の三要素のうちの経済、PIF 原則で参照するインパクト領域における「包括的

で健全な経済」、「経済収れん」の観点からポジティブな成果が期待できる事業主体で

ある。ソーシャルボンドのプロジェクト分類では、雇用創出や雇用の維持を目的とし
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た中小企業向けファイナンスそのものが社会的便益を有すると定義されている。 
② 日本における企業数では全体の 99.7％を占めるにもかかわらず、付加価値額では

52.9％にとどまることからもわかるとおり、個別の中小企業のインパクトの発現の仕

方や影響度は、その事業規模に従い、大企業ほど大きくはない。1 
③ サステナビリティ実施体制や開示の度合いも、上場企業ほどの開示義務を有してい

ないことなどから、大企業に比して未整備である。 
 

II. PIF 原則への適合に係る意見 
PIF 原則 1 
SDGs に資する三つの柱（環境・社会・経済）に対してポジティブな成果を確認できるか

またはネガティブな影響を特定し対処していること。 
SDGs に係る包括的な審査によって、PIF は SDGs に対するファイナンスが抱えている

諸問題に直接対応している。 

横浜銀行及び浜銀総合研究所は、本ファイナンスを通じ、三和機材ホールディングスの持

ちうるインパクトを、UNEP FI の定めるインパクト領域および SDGs の 169 ターゲット

について包括的な分析を行った。 
この結果、三和機材ホールディングスがポジティブな成果を発現するインパクト領域を

有し、ネガティブな影響を特定しその低減に努めていることを確認している。 
SDGs に対する貢献内容も明らかとなっている。 
 

PIF 原則 2 
PIF を実行するため、事業主体（銀行・投資家等）には、投融資先の事業活動・プロジェ

クト・プログラム・事業主体のポジティブ・インパクトを特定しモニターするための、十

分なプロセス・方法・ツールが必要である。 

JCR は、横浜銀行が PIF を実施するために適切な実施体制とプロセス、評価方法及び評

価ツールを確立したことを確認した。 
 
 
 
 

                                                   
1 経済センサス活動調査（2016 年）。中小企業の定義は、中小企業基本法上の定義。業種によって異な

り、製造業は資本金 3 億円以下または従業員 300 人以下、サービス業は資本金 5 千万円以下または従業

員 100 人以下などだ。小規模事業者は製造業の場合、従業員 20 人以下の企業をさす。 
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(1) 横浜銀行は、本ファイナンス実施に際し、以下の実施体制を確立した。 

(出所：横浜銀行提供資料) 
 
(2) 実施プロセスについて、横浜銀行では社内規程を整備している。 

 
(3) インパクト分析・評価の方法とツール開発について、横浜銀行からの委託を受けて、

浜銀総合研究所が分析方法及び分析ツールを、UNEP FI が定めた PIF モデル・フレ

ームワーク、インパクト分析ツールを参考に確立している。 
 

PIF 原則 3 透明性 
PIF を提供する事業主体は、以下について透明性の確保と情報開示をすべきである。 
・本 PIF を通じて借入人が意図するポジティブ・インパクト 
・インパクトの適格性の決定、モニター、検証するためのプロセス 
・借入人による資金調達後のインパクトレポーティング 

PIF 原則 3 で求められる情報は、全て浜銀総合研究所が作成した評価書を通して銀行及

び一般に開示される予定であることを確認した。 
 

PIF 原則 4 評価 
事業主体（銀行・投資家等）の提供する PIF は、実現するインパクトに基づいて内部の

専門性を有した機関または外部の評価機関によって評価されていること。 

本ファイナンスでは、浜銀総合研究所が、JCR の協力を得て、インパクトの包括分析、

特定、評価を行った。JCR は、本ファイナンスにおけるポジティブ・ネガティブ両側面の

インパクトが適切に特定され、評価されていることを第三者として確認した。 
 

①PIFの申込み ②PIFの評価依頼

⑤KPI（指標と目標）
等の協議

④ｲﾝﾊﾟｸﾄの還元

⑥KPI等の報告
コメントバック

⑨PIF評価書交付 ⑧PIF評価書作成 ⑦KPI等の評価

⑩費用清算・融資実行
コメントバック

⑪KPIの実行支援

支援 連携 連携 体制構築・
業務の委託

お客さま
営業店

ＪＣＲ
（外部レ

ビュー機関）

③ｲﾝﾊﾟｸﾄの包括
分析・特定

浜銀総研
（第三者評価機

関）

ｿﾘｭｰｼｮﾝ営業部

（CAG・SFG）

営業戦略部

（法人企画G）
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III. 「インパクトファイナンスの基本的考え方」との整合に係る意見 
インパクトファイナンスの基本的考え方は、インパクトファイナンスを ESG 金融の発展

形として環境・社会・経済へのインパクトを追求するものと位置づけ、大規模な民間資金を

巻き込みインパクトファイナンスを主流化することを目的としている。当該目的のため、国

内外で発展している様々な投融資におけるインパクトファイナンスの考え方を参照しなが

ら、基本的な考え方をとりまとめているものであり、インパクトファイナンスに係る原則・

ガイドライン・規制等ではないため、JCR は本基本的考え方に対する適合性の確認は行わ

ない。ただし、国内でインパクトファイナンスを主流化するための環境省及び ESG 金融ハ

イレベル・パネルの重要なメッセージとして、本ファイナンス実施に際しては本基本的考え

方に整合的であるか否かを確認することとした。 
本基本的考え方におけるインパクトファイナンスは、以下の 4 要素を満たすものとして

定義されている。本ファイナンスは、以下の 4 要素と基本的には整合している。ただし、要

素③について、モニタリング結果は基本的には借入人である三和機材ホールディングスか

ら貸付人である横浜銀行及び評価者である浜銀総合研究所に対して開示がなされることと

し、可能な範囲で対外公表も検討していくこととしている。 

要素① 投融資時に、環境、社会、経済のいずれの側面においても重大なネガティブイ

ンパクトを適切に緩和・管理することを前提に、少なくとも一つの側面におい

てポジティブなインパクトを生み出す意図を持つもの 
要素② インパクトの評価及びモニタリングを行うもの 
要素③ インパクトの評価結果及びモニタリング結果の情報開示を行うもの 
要素④ 中長期的な視点に基づき、個々の金融機関/投資家にとって適切なリスク・リタ

ーンを確保しようとするもの 

また、本ファイナンスの評価・モニタリングのプロセスは、本基本的考え方で示された評

価・モニタリングフローと同等のものを想定しており、特に、企業の多様なインパクトを包

括的に把握するものと整合的である。 
 

IV. 結論 
以上の確認より、本ファイナンスは、国連環境計画金融イニシアティブの策定したポジテ

ィブ・インパクト・ファイナンス原則に適合している。 
また、環境省の ESG 金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2 項（4）に基づき設置された

ポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンス

の基本的考え方」と整合的である。 
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（第三者意見責任者） 
株式会社日本格付研究所 
サステナブル・ファイナンス評価部長 
 

 
                   
梶原 敦子 
 
 

 

担当主任アナリスト 
 

   
                    
川越 広志 

担当アナリスト 
 
 

 
                     
新井 真太郎 
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本第三者意見に関する重要な説明 

1. JCR 第三者意見の前提・意義・限界 
日本格付研究所（JCR）が提供する第三者意見は、事業主体及び調達主体の、国連環境計画金融イニシ

アティブの策定したポジティブ・インパクト金融(PIF)原則への適合性及び環境省 ESG 金融ハイレベル・
パネル内に設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファ
イナンスの基本的考え方」への整合性に関する、JCR の現時点での総合的な意見の表明であり、当該ポ
ジティブ・インパクト金融がもたらすポジティブなインパクトの程度を完全に表示しているものではあ
りません。 
本第三者意見は、依頼者である調達主体及び事業主体から供与された情報及び JCR が独自に収集した

情報に基づく現時点での計画又は状況に対する意見の表明であり、将来におけるポジティブな成果を保
証するものではありません。また、本第三者意見は、PIF によるポジティブな効果を定量的に証明するも
のではなく、その効果について責任を負うものではありません。本事業により調達される資金が同社の
設定するインパクト指標の達成度について、JCR は調達主体または調達主体の依頼する第三者によって
定量的・定性的に測定されていることを確認しますが、原則としてこれを直接測定することはありませ
ん。 

2. 本第三者意見を作成するうえで参照した国際的なイニシアティブ、原則等 
本意見作成にあたり、JCR は、以下の原則等を参照しています。 
国連環境計画 金融イニシアティブ ポジティブ・インパクト金融原則 
環境省 ESG 金融ハイレベル・パネル内ポジティブインパクトファイナンスタスクフォース 

「インパクトファイナンスの基本的考え方」 

3. 信用格付業にかかる行為との関係 
本第三者意見を提供する行為は、JCR が関連業務として行うものであり、信用格付業にかかる行為と

は異なります。 

4. 信用格付との関係 
本件評価は信用格付とは異なり、また、あらかじめ定められた信用格付を提供し、または閲覧に供す

ることを約束するものではありません。 

5. JCR の第三者性 
本 PIF の事業主体または調達主体と JCR との間に、利益相反を生じる可能性のある資本関係、人的関

係等はありません。 
 

 

 

■留意事項 
本文書に記載された情報は、JCR が、事業主体または調達主体及び正確で信頼すべき情報源から入手したものです。ただし、当該

情報には、人為的、機械的、またはその他の事由による誤りが存在する可能性があります。したがって、JCR は、明示的であると黙
示的であるとを問わず、当該情報の正確性、結果、的確性、適時性、完全性、市場性、特定の目的への適合性について、一切表明保
証するものではなく、また、JCR は、当該情報の誤り、遺漏、または当該情報を使用した結果について、一切責任を負いません。JCR
は、いかなる状況においても、当該情報のあらゆる使用から生じうる、機会損失、金銭的損失を含むあらゆる種類の、特別損害、間
接損害、付随的損害、派生的損害について、契約責任、不法行為責任、無過失責任その他責任原因のいかんを問わず、また、当該損
害が予見可能であると予見不可能であるとを問わず、一切責任を負いません。本第三者意見は、評価の対象であるポジティブ・イン
パクト・ファイナンスにかかる各種のリスク（信用リスク、価格変動リスク、市場流動性リスク、価格変動リスク等）について、何
ら意見を表明するものではありません。また、本第三者意見は JCR の現時点での総合的な意見の表明であって、事実の表明ではなく、
リスクの判断や個別の債券、コマーシャルペーパー等の購入、売却、保有の意思決定に関して何らの推奨をするものでもありません。
本第三者意見は、情報の変更、情報の不足その他の事由により変更、中断、または撤回されることがあります。本文書に係る一切の
権利は、JCR が保有しています。本文書の一部または全部を問わず、JCR に無断で複製、翻案、改変等をすることは禁じられていま
す。 

■用語解説   
第三者意見：本レポートは、依頼人の求めに応じ、独立・中立・公平な立場から、銀行等が作成したポジティブ・インパクト・ファ
イナンス評価書の国連環境計画金融イニシアティブのポジティブ・インパクト金融原則への適合性について第三者意見を述べたもの
です。  
事業主体：ポジティブ・インパクト・ファイナンスを実施する金融機関をいいます。 
調達主体：ポジティブ・インパクト・ビジネスのためにポジティブ・インパクト・ファイナンスによって借入を行う事業会社等をい
います。 

■サステナブル・ファイナンスの外部評価者としての登録状況等   
・国連環境計画 金融イニシアティブ ポジティブインパクト作業部会メンバー  
・環境省 グリーンボンド外部レビュー者登録 
・ICMA (国際資本市場協会に外部評価者としてオブザーバー登録) ソーシャルボンド原則作業部会メンバー 
・Climate Bonds Initiative Approved Verifier (気候債イニシアティブ認定検証機関) 
 

■本件に関するお問い合わせ先 
情報サービス部  TEL：03-3544-7013 FAX：03-3544-7026 
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株式会社浜銀総合研究所は、国連環境計画金融イニシアティブ（UNEP FI）が公表しているポジティブイ

ンパクトファイナンス原則に則り、三和機材株式会社（以下三和機材）の包括的なインパクト分析を行っ

た。 

株式会社横浜銀行は、本評価書で特定されたポジティブインパクトの向上とネガティブインパクトの低

減に向けた取組を支援するため、三和機材ホールディングスに対し、ポジティブインパクトファイナンス

を実施する。 

なお、借入人は三和機材ホールディングスであるが、事業を主に営むのは三和機材であるため、分析対

象は三和機材とする。 

 

本ポジティブインパクトファイナンスに係る借入金の概要 

借入人の名称 三和機材ホールディングス株式会社 

借入金の金額 非開示 

借入金の資金使途 設備資金 

モニタリング期間 3年間  

評価対象期間 2024年 3月～2027年 3月  

 

1. 企業の事業概要 
 

企業名 三和機材株式会社 

売上高 24億円（2023年 9月期、単独） 

所在地 東京都港区港南 4丁目 2番 32号（※） 

主たる事業内容 建築材料、金物類及び配管・暖房設備器具卸売業 

配管・暖房・空調設備工事業 

従業員数 38名（2023年 9月期、単独） 

主要取引先 仕入先：ユアサ商事、クリエイト、ＭＣＣトレーディング、 

オーテック、ノーラエンジニアリング，岡谷マート 

販売先：内藤ハウス、協和日成、川本工業、ヤマト、興和不動

産ファシリティーズ、大成設備、竹村コーポレーション 

関係会社 株式会社エスティ 

  ※2023年 12月現在、本社建替えのため東京都江東区辰巳 3 丁目 7 番 10 号に仮社屋を設置  

  

 

ポジティブインパクトファイナンス評価書 
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⚫ 沿革 

三和機材は、1939年に現社長の祖父、金子行恵氏が、鉄管・継手・バルブ機械工具等の販売を目的とし

て、横浜市に金子商店を創業したのが始まりである。以後事業を拡大し、現在は東京本社、横浜支店の 2

拠点を中心に、建築材料、金物類及び配管・暖房設備器具卸売業、配管・暖房・空調設備工事業を営む。

詳細は以下を参照。 

 

⚫ 経営理念 

三和機材は（図 1）に掲げた経営理念を支える 4つの資質として、「誠実」「有言考働」「感性」「相

互利益」を明示している。すなわち、顧客の視点に立ち、できる限り最高のサービスを提供しようと努め

る姿勢（誠実）、顧客の要望をかなえるためにより良い解決策や新しい手法を常に考え見出す工夫と努力

を重ねる行動（有言考働）、顧客に対する豊かな感受性（感性）、顧客・パートナー・社会の利益を考

え、結果的に自社の利益につながること（相互利益）を重視して、具体的な行動に繋げて業務に活かして

いる。 

 

年月 事項 

1939年 
現社長の祖父、金子行恵氏が、鉄管・継手・バルブ機械工具等の販売目的として、横浜市に金

子商店を創業 

1945年 第 2次世界大戦激化及び店主の召集により休業 

1953年 株式会社トキワ商会を東京都港区西麻布に設立 

1968年 社名変更、改組して三和機材株式会社を設立 

1977年 
サービスのより一層の向上“誠実なる商い”を目的に横浜営業所開設 

本社を麻布より品川（新社屋建替え予定地）に移転 

1981年 事業拡張のため、資本金を 1,000万円に増資、管工機材及び住宅設備機器全般の販売を開始 

1982年 建築設備エンジニアネットワーク京浜設友会を設立 

1993年 資本金を 2,000万円に増資 

1994年 創立 25周年を機に､横浜営業所を横浜支店に改称 

2001年 本社（品川）に新社屋を建設し、厚生面での充実に力を注ぐ 

2003年 横浜支店に設備企画部（現設備事業部）を新設 

2007年 資本金を 3,000万円に増資 

2008年 
創立 40周年を機に、ビジネスモデルの転換を目指し、商事部門を機材事業部へ、設備企画部

を設備事業部へと改編 

2010年 

設備事業部の更なる事業拡大のため、本社内へ統合し、横浜支店内に神奈川営業所を新設 

注文を創り出していくビジネスパートナーとして、主要メーカー・仕入先とともに三和創注会

を発足 

2012年 代表取締役社長に金子竜太郎が就任 

2013年 

横浜支店を横浜市港北区新羽町へ拡張移転 

サービスの拡充を目指し、電気設備工事業の関係会社として株式会社エスティ設立し、出資 

資本金を 4,000万円に増資 

一般建設業許可(電気工事業)の取得 

国土交通大臣許可（般-2）第 23577号 

2017年 工事施工部門の営業機会拡大を目指し、積水工業株式会社と業務提携 

2018年 創立 50周年を機に、資本金を 5,000万円に増資 

2020年 

更なるサービスの拡充を目指し、防災設備分野へ参入のため 一般建設業許可（消防施設工事

業）を取得 

国土交通大臣許可（般-2）第 23577号 

2023年 品川本社建替え計画のため、本社・機材事業部東京本店・設備事業部を江東区辰巳へ仮移転 
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図 1：経営理念 

 
 

 

⚫ 事業概要 

 三和機材は、東京都江東区辰巳に本社を構え、また横浜市港北区新羽町に支店を展開してい

る。機材事業部及び設備事業部が本社及び支店に設置され、管理部は本社に設置されている。 

機材事業部では、管工機材・住宅設備機器の卸売事業を運営している。近年は空調機、衛生

器具、給湯器を中心に省エネ効果の高い製品群の取り扱い比率を高めている。 

設備事業部では、マンション、オフィスビル、商業施設、病院・老健施設、公共施設、倉庫・物流施

設、工場・研究施設、学校・保育園施設等の建築物に対して、給排水衛生設備、空調設備、電気設備、建

物付帯設備（消防設備等）、原状回復工事等の施工を実施するとともに、機材・機器メンテナンス管理、

建築設備の調査測定・企画提案・用途変更・エコ対策・省エネ提案、設計図・施工図作成など業務の取り

扱いがある。 

各事業部（セグメント）別の売上高は、（図 2）の通りである。 

 

図 2：事業別売上高の構成・推移 

  
(出所) 三和機材提供資料より浜銀総合研究所が作成 
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⚫ 外部環境 

三和機材は、下記（図 3）の通りマクロ環境、すなわち社会全般の動向を捉え、またミクロ環境分析と

して建設業界特有の事情を整理し、それぞれ取り組むべき課題を認識している。 

 

図 3：マクロ環境とミクロ環境の分析 

マクロ環境分析（社会全般） 

・ コロナ禍の収束に伴うインバウンド需要の増加 

・ 少子高齢化社会の進展による人財不足（直接・間接人件費の増加） 

・ 働き方改革に伴う労働時間制約の厳格化と働き方の多様化 

・ 深化を続けるIT化（技術革新の進展によるオンライン化の浸透） 

ミクロ環境分析（建設業界） 

・ 2024年問題による影響（労働時間制約の厳格化、新制度対応に伴う混乱） 

・ 特定の地域（品川・高輪・新橋地区など）における再開発計画の再開 

・ 設備投資の機運の上昇（インフラ老朽化に伴う自然災害対策及びリニューアル需要の増加） 

・ 少子高齢化による影響（新設住宅の需要減少、働き方改革に伴うオフィス形態の変化） 

・ 専門技術者の減少による現場管理体制の変革（ニーズの多角化） 

・ 業界大手グループの更なる大規模化（M&A、業務提携） 

（出所）三和機材提供資料より浜銀総合研究所が作成 

 

機材事業部が営む家庭用電気機械器具卸売事業については、総務省・経済産業省の「経済センサス-活動

調査」によれば、1事業所当りの取引額は近年横ばいであり、事業所数は 2007年以降 4,000件前後で推移

している(図 4)。卸売事業は、事業者の持つ販売チャネルの強さが成長・発展の源泉であるため、同業他

社と比べて如何に情報収集・提供など卸売業者本来の機能を発揮できるかが求められる。 

 

図 4：事業所数・年間商品販売額推移 

  
（出所）総務省・経済産業省「令和 3年経済センサス-活動調査」より浜銀総合研究所が作成 
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設備事業部の営む給排水設備施工業について、特定非営利活動法人日本管更生工業会 HPの情報によれ

ば、給水管工事は工事件数・取引規模ともに減少傾向にある。排水管工事は取引規模が横ばいである一

方、取引件数は年度によって変動はあるものの長期的に見て増加傾向にある。理由は、高度経済成長期以

降に建築されたマンション・アパート等の経年劣化が進むにつれて、メンテナンスの需要が生じるためと

考えられる。 

 

図 5給・排水管施工取引の推移 

 

 
(出所) 特定非営利活動法人日本管更生工業会 HP掲載資料より浜銀総合研究所が作成 
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⚫ 内部環境 

三和機材は、直近の中期経営計画（2023年 10月 1日から 2026年 9月 30日）において（図 6）の通り、

当社の競争力の源泉となる経営資源を 4つだと認識している。 

 

図 6：自社の強み分析 

 

当社経営資源分析 

① 創立55年を超える業歴と信用力 

② 管財・設備機器販売と建築設備施工を備える企業体 

③ 東京都・辰巳と神奈川県・横浜の好立地に所在 

④ “野丁場（※1）”市場で培った人脈・商流・与信ノウハウ 

 

（出所）三和機材提供資料より浜銀総合研究所が作成 

 

※1：野丁場（のちょうば）とは、大手建設会社・ゼネコンが扱う大規模な工事現場（ビル・商業施設な

ど）を指す。 

 

「創立 55年を超える業歴と信用力」は、複数の事業所を展開するとともに取り扱い商品ラインナップを

10万種以上にまで拡充させ、対応力を強化することで顧客の信頼を獲得してきた実績を示す。信頼関係構

築の対象は顧客だけではなく、商材の仕入先であるメーカーや、資金調達の源泉となる金融機関等にまで

及んでいる。 

「管財・設備機器販売と建築設備施工を備える企業体」は、創業当初より展開している商社・卸売事業

の継続的な展開と、2003年に設置された設備事業部の積極的な推進との両面を示している。異なる事業部

が補完的に関与することで、顧客のニーズに合わせた柔軟な対応が可能である。三和機材の複合企業体と

して安定性は、長年の信頼獲得と実績を支えている。 

「東京都・辰巳と神奈川県・横浜の好立地に所在」は、機動力・対応力とも言い換えられる。東京・横

浜といった首都圏の主要都市部に事業所を持つことにより、大手同業他社には困難なスピーディかつ小回

りの利いた動きが可能である。多種多様な顧客のニーズに臨機応変に対応することにより、上述の複合経

営の強みと合わせて、着実に実績を上げている。 

 「“野丁場”市場で培った人脈・商流・与信ノウハウ」は、既述の 3つのいずれの強みとも通底してい

る。55年を超える長年の業歴・実績、複合事業体としての対応力、立地を活用した機動性は密接不可分な

要素であり、これら経営資源の組み合わせによって相乗効果を生み出している。中期経営計画においては

新ビジネスモデルの確立を謳っており、培ってきた人脈・商流・与信ノウハウを最大限に活かして、企業

体としての更なる発展・拡大を画策している。積み重ねた信用力を土台として、新たな挑戦に邁進する。 
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⚫ SDGs への理解と取組 

三和機材は、SDGs（持続可能な開発目標）に対して強い意識を持っている。特に、SDGsの 17のゴール

の内、「3．すべての人に健康と福祉を」「4．質の高い教育をみんなに」「6．安全な水とトイレを世界中

に」「11．住み続けられるまちづくりを」「12．つくる責任つかう責任」を強く推進している（図 7）。 

また、地域社会への貢献として、積極的な清掃活動への参加やこども 110番への協力などの実績があ

る。これらの SDGsの目標に向けた取組を通じて、より持続可能な社会の実現に貢献することを目指してい

る。 

 

図 7：三和機材の SDGsの取組 

 
（出所）三和機材 HPより引用 
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2. 【三和機材】の包括的分析 
⚫ 業種別インパクトの状況 

PIF 原則及びモデル・フレームワークに基づき、浜銀総合研究所が定め、所定のインパクト評価の手続

きを実施した。 

まず、UNEP FI の定めたインパクト評価ツールを用い、ポジティブ・インパクト及びネガティブ・イン

パクトが発現するインパクト・カテゴリーとして、「水（入手可能性）」「住居」「健康・衛生」「雇

用」「エネルギー」「水（質）」「大気」「生物多様性と生態系サービス」「気候」「廃棄物」「経済収

束」を確認している。各事業の所在地は国内であり、事業別に UNEP分析ツールによりポジティブ、ネガテ

ィブな項目を判定したものが以下になる。 

  

図 8：UNEP FI の定めたインパクト評価ツールにより確認したインパクト一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4663 建設資材、金物、給排水・

暖房機器、消耗品等の卸売業 

   

4322 配管・熱・空調設備工事 
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項目 ポジティブ ネガティブ 

水（入手可能性） ●  

住居 ●  

健康・衛生 ●  

雇用 ● ● 

エネルギー ●  

水(質)  ● 

大気  ● 

生物多様性と生態系サービス  ● 

気候  ● 

廃棄物  ● 

経済収束  ● 

（出所）UNEP分析ツールより浜銀総合研究所作成 

 

三和機材の事業は、建築資材の販売が主であり、加えて配管・空調設備工事も手掛けている。いずれも

国内を市場としている。 

三和機材の事業特性や個別要因を加味した結果、直接的に水の供給や住環境の改善提案、健康・衛生に

かかる改善貢献に資する商品・サービスの提供、再生可能エネルギーの創出は行っていないため、水（入

手可能性）、住居、健康・衛生、エネルギーに関する当該インパクトのポジティブを削除した。 

水（質）、大気、生物多様性と生態系サービスに関して、三和機材が取り扱う卸売事業・設備工事業と

もに、河川や大気に対して汚染物質の排出や悪影響が少ない上、各種規制や法令を遵守しているため、当

該インパクトのネガティブを削除した。経済収束に関して、事業規模から考えられる市場や社会への影響

度合いが軽微だと考えられるため、当該インパクトのネガティブを削除した。 

工事に従事する自社並びに協力会社の従業員等の安全と衛生を向上させる取組が必要と判断し、健康・

衛生のネガティブを追加した。 
省エネ商品の販売量（取引金額）増加を目標とすることから、資源効率・安全性のポジティブを追加した。 
女性役職者の増加や定年の引き上げを行い、雇用と人材の確保に貢献することから、包括的で健全な経済の

ポジティブを追加した。 

 

図 9：三和機材の個別要因を加味して特定したインパクト一覧 

項目 ポジティブ ネガティブ 

健康・衛生  ● 

雇用 ● ● 

資源効率・安全性 ●  

気候  ● 

廃棄物  ● 

包括的で健全な経済 ●  

（出所）UNEP分析ツールより浜銀総合研究所作成 

 

各インパクト・カテゴリーに対して、ポジティブ・インパクトとその向上に資する三和機材の活動、ネ

ガティブ・インパクトとその低減策をプロットし、更に SDGs のゴール及びターゲットへの対応関係につ

いても評価した 
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⚫ 取組内容にかかる戦略的意図やコミットメント 

取組内容と PIF 原則及びモデル・フレームワークにより特定したインパクト項目の関連は以下になる。 

No. 取組内容 特定したインパクトの項目 

①  安全に対する意識の高い協力業者に安全推

進大会の重要性を喚起し、出席を促す。 

ネガティブインパクト「健康・衛生」 

②  柔軟な働き方ができる環境を整備する。 ポジティブインパクト「雇用」 

 

③  時間外労働を削減する。 ネガティブインパクト「雇用」 

④  機材事業部・設備事業部・管理部で課長代

理職以上の女性役職者をつくる。 

ポジティブインパクト「雇用」「包括的で

健全な経済」 

⑤  定年年齢を引上げ、雇用と人材を確保す

る。 

ポジティブインパクト「雇用」「包括的で

健全な経済」 

⑥  週休二日制を確立する。 ネガティブインパクト「雇用」 

⑦  省エネ商品の販売を増やす。 ポジティブインパクト「資源効率・安全

性」 

⑧  辰巳オフィス、横浜オフィスの電気使用量

を削減する。 

ネガティブインパクト「気候」 

⑨  EVフォークリフトの導入により、ガソリン

使用量を削減する。 

ネガティブインパクト「気候」 

⑩  エコドライブの実践、配送ルートの最適化

によりガソリン使用量を削減する。 

ネガティブインパクト「気候」 

⑪  ペーパレス化を進めて、コピー用紙の購入

量を削減する。 

ネガティブインパクト「廃棄物」 
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図 10 特定したインパクトレーダー 

 

 
（出所）UNEP分析ツールより浜銀総合研究所作成 
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3. 【三和機材】に係る本ポジティブインパクトファイナンスにおける KPI の決定 
特定したポジティブインパクトとネガティブインパクトの内容を記載する。 

 

⚫ 安全に対する意識の高い協力業者に安全推進大会の重要性を喚起し、出席を促す 

項目 内容 

インパクトの種類 ネガティブインパクト 

インパクト・カテ

ゴリー 

ネガティブインパクト「健康・衛生」 

影響を与える SDGs

の目標 

 

 

 

 

内容・対応方針 安全に対する意識を持った協力業者に呼びかけ、安全推進大会の重要性を喚起

し、同大会への出席を強く促す。アンケートを通じた意見・情報収集を通じて、

大会内容の更なる充実と教育・研修効果の向上を目指す。 

毎年モニタリング

する目標と KPI 

【目標】 

安全推進大会への出席者数を増やす 

 

【KPI】 

安全推進大会への出席者数を 2026年 9月までに 24名（24社）とする（2023年

9月実績 16名（16社）） 

※設定した KPIのうち目標年度以前に達成したものは、再度目標設定要否を検討する。 

 

三和機材は毎年、安全推進大会を開催しており、2023年 9月開催の安全推進大会では、出席者は 16名

（16社）であった。設備工事における無事故・無災害達成に向けた意識醸成を目的として「出席者の内 2

名に対する安全表彰」「活動報告として安全衛生管理年間計画の公表」「安全宣言」等を実施した。 

協力企業を中心に潜在的に参加可能な者は 30社ほどと見込まれる。安全推進の重要性を呼びかけること

により 2026年 9月までに出席者数を 24名（24社）へ拡大し、無事故達成に向けた更なる意識の向上を図

ることで、三和機材の従業員のみならず取引先従業員や施工現場の近隣住民等の安全確保に貢献する。 

出席者に対するアンケートを通じて参加企業の意見や情報収集を実施し、工事現場で実際に起こった事

故事例や改善策などを共有する。大会の内容を更に充実したものとし、教育・研修効果の向上を図る。 

なお、設備事業部の立上げから 10年以上に亘り、労災事故 0件を維持している。労災についてのネガテ

ィブインパクトは充分に抑制できていることから、KPIとしては労災件数を設定しない。 

 

この取組は UNEP FIのインパクトレーダーでは「健康・衛生」に該当し、SDGs の 17目標 169ターゲッ

トでは「3.d」「4.4」のゴールに貢献すると考えられる。 
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⚫ 柔軟な働き方ができる環境を整備する 

項目 内容 

インパクトの種類 ポジティブインパクト 

インパクト・カテ

ゴリー 

ポジティブインパクト「雇用」 

影響を与える SDGs

の目標 

 

内容・対応方針 テレワーク規程の作成・設備機器の購入及び設定により、在宅勤務ができる環境

を整える。 

毎年モニタリング

する目標と KPI 

【目標】 

在宅勤務制度の利用者数を増やす 

 

【KPI】 

在宅勤務制度の利用者数を 2026年 9月までに 10名とする（2023年 9月実績 5

名） 

※設定した KPIのうち目標年度以前に達成したものは、再度目標設定要否を検討する。 

 

三和機材は、従業員の柔軟な働き方が可能な社内環境を整備し、その一環で在宅勤務制度を取り入れて

いる。2023年 9月時点においては事務職 5名が在宅勤務制度を利用している。2026年 9月までに 10名に

拡大する目標を掲げている。関連する社内規程を見直すとともに、在宅勤務の活用について理解のある社

内文化を醸成する。 

在宅勤務制度の利用者数の増加を通じて、社内外に対して、今後一層多様化していく働き方について企

業として柔軟に対応する姿勢を示す。 

社内的観点では、既存の従業員の職場環境改善を通じて離職率・休職率を抑制し、働きがいのある人間

らしい雇用（ディーセントワーク）の実現に貢献する。 

社外的観点では、企業として柔軟な働き方を受容する姿勢を示すことが採用活動等においてアピールポ

イントとなり、効果的な人的投資を行う上での土台となる。 

 

この取組は UNEP FIのインパクトレーダーでは「雇用」に該当し、SDGsの 17目標 169ターゲットでは

「8.5」のゴールに貢献すると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

14 

⚫ 時間外労働を削減する 

項目 内容 

インパクトの種類 ネガティブインパクト 

インパクト・カテ

ゴリー 

ネガティブインパクト「雇用」 

影響を与える SDGs

の目標 

xx  

内容・対応方針 各部署において目標数字として削減すべき時間外労働時間を設定し、実施プラン

を作成・実行する。 

毎年モニタリング

する目標と KPI 

【目標】 

従業員 1人当たりの時間外労働時間（月平均）を削減する 

 

【KPI】 

従業員 1人当たりの時間外労働時間（月平均）2026年 9月期 19.00時間/名

（2023 年 9月期実績 25.67時間/名（従業員数の月平均 32.08 名）） 

※設定した KPIのうち目標年度以前に達成したものは、再度目標設定要否を検討する。 

 

三和機材は、時間外労働を低減させる方針に基づき、業務効率の改善が重要だと認識している。 

具体的な業務改善策として、各部署で定量的な情報に基づいた時間外労働時間削減の目標を設定し、実

施プランの作成とモニタリング体制の整備を以って、実効性を担保する。 

また、既に各年度において若手塾を開催している。若手塾はベテラン従業員から若手従業員への技術継

承を主な目的としており、ベテラン従業員の活用と若手従業員のスキルアップの機会となっている。 

直近 2023年 9月期には全 9回開催され、関与する全メンバーが全ての回で参加しており欠席者はいなか

った。各回でテーマを設けており、「三和機材の理念・歴史」「お客様対応」「社内各事業部の役割」と

いった経営基本方針のポイント確認だけでなく、「主要仕入先・メーカーの特徴」「取引先担当者による

具体的な商品説明会の実施」など実務に直結する知見の共有も実施している。 

三和機材の成長を支えてきたベテラン従業員を最大限に活かすとともに、将来を担う若手従業員を育成

することで、会社全体のマンパワー向上・業務効率化を通じて、時間外労働時間の削減に寄与する。 

 

この取組は UNEP FIのインパクトレーダーでは「雇用」に該当し、SDGsの 17目標 169ターゲットでは

「8.5」のゴールに貢献すると考えられる。 
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⚫ 機材事業部・設備事業部・管理部で課長代理職以上の女性役職者をつくる 

項目 内容 

インパクトの種類 ポジティブインパクト 

インパクト・カテ

ゴリー 

ポジティブインパクト「雇用」「包括的で健全な経済」 

影響を与える SDGs

の目標 

 

内容・対応方針 女性社員を社内外のマネジメントに関する各種研修会へ参加させる。女性が活躍

できる業務を積極的に洗い直す。 

毎年モニタリング

する目標と KPI 

【目標】 

女性の役職者数を増やす 

※役職者とは、課長代理職以上の職位の者を示す。 

 

【KPI】 

女性の役職者数 2026年 9月 2人（2023年 9月実績 0人） 

※設定した KPIのうち目標年度以前に達成したものは、再度目標設定要否を検討する。 

 

三和機材は、女性の活躍を推進するため、男女バランスに配慮した安定的な人材育成・採用戦略をと

る。具体的な施策として、2023 年 9月実績では 0人である女性の役職者数を 2026年 9月までに 2人以上

へと増加させる。 

役職者候補となる女性に対しては、社内外を問わずマネジメントに関する各種研修会へ参加させるな

ど、マネジメントについて体系的に学ぶ機会を設ける形の人材投資を実施する。 

また、CAD等の専門ツール利用の機会を拡充し、女性ならではの視点や感性を活かせる場を創出する。 

 

この取組は UNEP FIのインパクトレーダーでは「雇用」「包括的で健全な経済」に該当し、SDGsの 17

目標 169ターゲットでは「5.5」「8.8」のゴールに貢献すると考えられる。 
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⚫ 定年年齢を引き上げ、雇用と人材を確保する 

項目 内容 

インパクトの種類 ポジティブインパクト 

インパクト・カテ

ゴリー 

ポジティブインパクト「雇用」「包括的で健全な経済」 

影響を与える SDGs

の目標 

 

内容・対応方針 社労士へ相談・就業規則の変更・保険、退職金等の見直しにより、定年を現状の

60歳から 65歳に引き上げる。 

毎年モニタリング

する目標と KPI 

【目標】 

65歳を定年とした新たな定年制度を制定し運用する 

 

【KPI】 

定年の引き上げの実施 2026年 9月期 65歳（2023年 9月期 60歳） 

※設定した KPIのうち目標年度以前に達成したものは、再度目標設定要否を検討する。 

 

三和機材は、2023年 9月末現在、60歳以上の経験豊富なシニア人材を 8名雇用しており、業務対応各面

における活躍のみならず、後進の育成にも力を発揮している。一方、現状の就業規則等では定年が 60歳と

定義されている。 

そこで、将来的な人材活用と技術継承を目的とし、定年を現状の 60歳から 65歳へ引き上げることで、

シニア人材の雇用継続・採用の土台を整備する。就業規則等の改定と並行して、保険や退職金等の見直し

も実施する。社会保険労務士等の専門家の助言も受けつつ、適切な制度設計を行う。 

定年の引き上げにより、より長期に亘って正社員として活躍できる環境を整えることを通じて、従業員

に対するエンゲージメント向上効果を期待する。 

 

この取組は UNEP FIのインパクトレーダーでは「雇用」「包括的で健全な経済」に該当し、SDGsの 17

目標 169ターゲットでは「8.5」のゴールに貢献すると考えられる。 
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⚫ 週休二日制を確立する 

項目 内容 

インパクトの種類 ネガティブインパクト 

インパクト・カテ

ゴリー 

ネガティブインパクト「雇用」 

影響を与える SDGs

の目標 

 

内容・対応方針 人材の業務スキル向上・多能工化を進めることで、業務負荷を従業員間で平準化

し、休日出勤日数を抑制する。人材の業務スキル向上・多能工化のために社内外

の勉強会を開催し、参加を促す。 

毎年モニタリング

する目標と KPI 

【目標】 

年間の土曜日出社日数（従業員 1人当たり）を抑制する 

 

【KPI】 

土曜日出社日数 2026年 9月 年間 8日/人（2023年 9月実績 年間 24日/人） 

 

三和機材は、2023年 9月期の実績においては、従業員 1人当たり年間平均 24日の土曜日出社が生じ

た。土曜日出社が行われる理由は、ベテラン従業員が若手従業員へ対面指導する人材育成文化があること

に加えて、土曜日に現場・顧客対応を行うことが顧客からの信頼獲得に寄与すると考えているためであ

る。 

一方、土曜日出社が安易かつ恒常的に発生する労働環境は、従業員のワークライフバランスの観点から

見ると望ましくない。 

 そこで、業務品質を下げずに土曜日出社の日数を低減させるべく、新たな体制を構築する。具体的に

は、積極的な高スキル人材の採用と並行し、社内外の商品勉強会を開催・参加促進する。人材の業務スキ

ル向上や多能工化を通じて、休日出社の発生を抑える。 

 

この取組は UNEP FIのインパクトレーダーでは「雇用」に該当し、SDGsの 17目標 169ターゲットでは

「4.4」「8.5」のゴールに貢献すると考えられる。 
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⚫ 省エネ商品の販売を増やす 

項目 内容 

インパクトの種類 ポジティブインパクト 

インパクト・カテ

ゴリー 

ポジティブインパクト「資源効率・安全性」 

影響を与える SDGs

の目標 

 

内容・対応方針 空調機、衛生器具、給湯器における省エネ（※）商品の取り扱いを増やす。 

 

※省エネ：エネルギーを効率よく使い、限りあるエネルギー資源の消費量を抑制

すること。 

毎年モニタリング

する目標と KPI 

【目標】 

省エネ商品の販売額を増やす 

 

【KPI】 

省エネ商品の販売額 2026年 9月空調機 140百万円、衛生器具 94百万円、給湯

器 36百万円（2023年 9月実績 空調機 128百万円、衛生器具 86百万円、給湯器

33百万円） 

※設定した KPIのうち目標年度以前に達成したものは、再度目標設定要否を検討する。 

 

三和機材は、省エネに対応した環境機能に優れる管工機材・住宅設備機材を販売・施工している。 

主力メーカーとも取引実績がある空調機、衛生器具、給湯器等の各商材について、3年後の販売金額を

増加させることを目標としている。 

商品勉強会の開催やメーカーとの同行営業などを通じて連携し、省エネ対応商品の受注量を確保する。 

既に、毎月開催している若手塾において、実際の取引先担当者による商品説明会を実施している中、主

要取引先と一層連携することで、より盤石な販売チャネルの形成を図る。 

各商材の販売量の増加による省エネ商品の普及を通じて、エネルギーの観点で社会貢献を実現する。 

 

この取組は UNEP FIのインパクトレーダーでは「エネルギー」に該当し、SDGs の 17目標 169ターゲッ

トでは「7.3」「12.2」のゴールに貢献すると考えられる。 
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⚫ 辰巳オフィス、横浜オフィスの電気使用量を削減する 

項目 内容 

インパクトの種類 ネガティブインパクト 

インパクト・カテ

ゴリー 

ネガティブインパクト「気候」 

影響を与える SDGs

の目標 

 

内容・対応方針 PC・エアコン・照明等をこまめにオン、オフする。また、夏季はエアコンの設定

温度を上げる。 

毎年モニタリング

する目標と KPI 

【目標】 

辰巳オフィス、横浜オフィスの電気使用量を削減する 

 

【KPI】 

辰巳オフィス、横浜オフィスにおける 2026年 9月期の電気使用量を 2023年 9月

期対比で 90%以下 

※設定した KPIのうち目標年度以前に達成したものは、再度目標設定要否を検討する。 

 

三和機材は、各オフィスの電気使用量の削減を目的とした節電計画書を作成し、全社的に実践する。 

具体的な施策として、PC・エアコン・照明等の電気利用に関連する電源をこまめにオフにすること、夏季

におけるエアコンの設定温度を高くすることなどを当該計画書へ盛り込む。社内ルール化した後、全社へ

の通知と実践状況の管理を徹底する。 

本施策を通じて、CO2排出量を削減し、気候変動の抑制へ貢献する。 

 

この取組は UNEP FIのインパクトレーダーでは「気候」に該当し、SDGsの 17目標 169ターゲットでは

「12.8」「13.3」のゴールに貢献すると考えられる。 
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⚫ EV フォークリフトの導入により、ガソリン使用量を削減する 

項目 内容 

インパクトの種類 ネガティブインパクト 

インパクト・カテ

ゴリー 

ネガティブインパクト「気候」 

影響を与える SDGs

の目標 

 

内容・対応方針 東京、横浜の各拠点にあるフォークリフトを EV仕様のものに入れ替える。 

毎年モニタリング

する目標と KPI 

【目標】 

バッテリーフォークリフトの EV化により、ガソリン使用量を削減する 

 

【KPI】 

バッテリーフォークリフトの EV化率 2026年 9月期 100%（2023年 9月期実績

0%） 

※設定した KPIのうち目標年度以前に達成したものは、再度目標設定要否を検討する。 

 

三和機材では、ガソリン稼働のフォークリフトを東京、横浜の各拠点で保有しているが、2026年 9月ま

でに、保有する全てのフォークリフトをバッテリー稼働のものへ入れ替える。既に新たなフォークリフト

（バッテリー・カウンター車、1.5t、形式：8FBL15）のリース契約の申込み手続きが完了しており、2023

年 12 月中旬に納品予定となっている。 

フォークリフトの EV化による CO2排出量の削減を通じて、気候変動の抑制に貢献する。 

なお、他の取組においてモニタリング担当部署は管理部であるが、本取組では取組担当部署及びモニタ

リング担当部署はいずれも機器使用現場である機材事業部とする。実際にフォークリフトを活用する事業

部が専門的知見を活かして詳細な計画書を作成した上で、進捗管理も行うことで確実な EV化を実現する。 

 

この取組は UNEP FIのインパクトレーダーでは「気候」に該当し、SDGsの 17目標 169ターゲットでは

「12.2」「13.1」のゴールに貢献すると考えられる。 
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⚫ エコドライブの実践、配送ルートの最適化によりガソリン使用量を削減する 

項目 内容 

インパクトの種類 ネガティブインパクト 

インパクト・カテ

ゴリー 

ネガティブインパクト「気候」 

影響を与える SDGs

の目標 

 

内容・対応方針 エコドライブ（走行スピードを一定に保つ・不要な荷物はのせない・エアコンの

使用は適切に行う等）を心がけることでガソリン使用量を抑制する。 

毎年モニタリング

する目標と KPI 

【目標】 

ガソリン使用量（1台あたり平均）を削減する 

 

【KPI】 

ガソリン使用量（1台あたり平均） 2026年 9月期は 2023 年 9月期対比 90% 

※設定した KPIのうち目標年度以前に達成したものは、再度目標設定要否を検討する。 

 

三和機材では、事業の 2本柱である機材事業部・設備工事部のいずれにおいても、機材・資材等の運搬

や事業所間の移動など、ガソリン稼働の車両を利用する工程が生じている。 

その中で、走行速度の一定化、積載量の管理、エアコン等各種機能の使用抑制といったエコドライブを

実施する。運搬や移動におけるガソリン使用量を抑制することで、環境中に排出される CO2排出量の削減

を通じて、環境負荷の低減に貢献する。 

なお、対比期間である 2023年 9月から 2026年 9月までの間に車両台数を増加する予定はなく、現有車

両の全てについて同様に対応する。 

 

この取組は UNEP FIのインパクトレーダーでは「気候」に該当し、SDGsの 17目標 169ターゲットでは

「12.2」「13.1」のゴールに貢献すると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

22 

⚫ ペーパレス化を進めて、コピー用紙の購入量を削減する 

項目 内容 

インパクトの種類 ネガティブインパクト 

インパクト・カテ

ゴリー 

ネガティブインパクト「廃棄物」 

影響を与える SDGs

の目標 

 

内容・対応方針 会計ソフトの導入など IT化・クラウド化を進めて紙の使用量を抑制する。 

毎年モニタリング

する目標と KPI 

【目標】 

コピー用紙購入量を削減する 

 

【KPI】 

コピー用紙購入量 2026年 9月期は 2023年 9月期対比 90% 

※設定した KPIのうち目標年度以前に達成したものは、再度目標設定要否を検討する。 

 

三和機材では、稟議書や回覧物等の各種社内紙資料が生じている中、2023年 11 月からクラウド型の会

計ソフトを導入・利用推進している。従来の社内資料に係る業務プロセスを見直し、企業として紙の使用

量を抑制しやすい業務環境を構築する。紙面資料のデータ化を進め、新たな紙の購入量自体を削減する。

紙の利用に伴う廃棄物の発生量を抑え、自然環境への配慮を実現する。 

 

この取組は UNEP FIのインパクトレーダーでは「廃棄物」に該当し、SDGsの 17 目標 169ターゲットで

は「12.5」「12.8」のゴールに貢献すると考えられる。 
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⚫ 企業の所在地において認識される社会的課題・環境問題への貢献 

三和機材の所在地である東京都江東区には様々な社会的課題や環境問題が存在する中、諸問題に対して

地域共同体として一体となり、改善に向けた対策・取組が行われている。 

 

江東区では、環境保護や持続可能性の観点から、都市緑化や公園の整備、ゴミリサイクルの促進、再生

可能エネルギー導入など、環境保護に向けた取組が行われている。地域の清掃活動が奨励されている。ま

た一般的に、空調設備の卸売業や設備工事業を営む法人は事業を通じて、省エネルギー、温暖化ガスの削

減、廃棄物の削減、ステークホルダーへの啓蒙等の社会的貢献を求められる。 

三和機材では近隣地域における清掃活動を積極的に実施している。また、既述の取組内容の通り、省エ

ネ商品の販売やコピー用紙の購入量削減によるペーパーレス化の推進を実施している。省エネ推進や廃棄

物削減を実現することで、環境保護と持続可能性の観点で所在地周辺地域に貢献する。 

ステークホルダーへの啓蒙の観点では、安全推進大会を開催している。協力業者の安全意識を醸成し、

工事施工現場における事故を抑制することを通じた社会貢献を行っている。 

その他にも、こども 110番指定事業所の認定取得による協力リストへの掲載を通じて、所在地の近隣住

民の住環境に貢献してきた実績がある。 
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図 9：地域貢献の取組 

・清掃  

  
 

・こども 110番（協力者リスト No.39に三和機材の記載あり） 

 
（出所）三和機材提供資料および港区 HPより引用 

（参考）港区 HP_令和５年度（2023年度）港区子ども 110番協力者マップ_港南小学校 

https://www.city.minato.tokyo.jp/seishounenikusei/documents/10konan6000a2_2023_ol_web.pdf 

 

https://www.city.minato.tokyo.jp/seishounenikusei/documents/10konan6000a2_2023_ol_web.pdf
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4. 【三和機材】のサステナビリティ経営体制（推進体制、管理体制、実績） 
三和機材は、代表取締役社長金子竜太郎氏を最高責任者とし、事業活動とインパクトレーダー、SDGsと

の関連性について検討を重ね、取組内容の抽出を行っている。取組施策等は前段に記載した内容である。

本ポジティブインパクトファイナンス実行後のおいても、社長を最高責任者として全社員が一丸となり

KPIの達成に向けた活動を実施し、社会的な課題の解決への貢献とともに持続的な経営の実現を目指して

いく。各 KPIは管理部及び機材事業部が統括し、達成度合いをモニタリングしていく。 

このような推進体制を構築することで、本社所在地である東京都江東区及び支店所在地である神奈川県

横浜市港北区における社会的課題や地球規模のエネルギー問題・環境問題にも積極的に取り組み、各地域

内をリードしていく企業を目指す。 

 

【三和機材】の責任者 代表取締役社長 金子 竜太郎 

【三和機材】のモニタリン

グ担当部（担当者） 
表 1のとおり 

銀行に対する報告担当部 本社：管理部 経営企画室 

 

 
表 1 三和機材のモニタリング担当部と各 KPI 

本社：管理部 

（室長 山口啓伸） 

安全推進大会の出席者数 

在宅勤務制度の利用者数 

SDGs推進チームの立ち上げと運用 

全従業員の時間外労働削減時間 

女性の役職者数 

定年の引き上げの実施（60歳→65歳） 

土曜日出社日数の減少日数 

省エネ商品である空調機の販売金額 

省エネ商品である衛生器具の販売金額 

省エネ商品であるの販売金額 

辰巳オフィスの電気使用量の削減率 

横浜オフィスの電気使用量の削減率 

全車両のガソリン使用量の削減率 

コピー用紙の購入量の削減率 

本社：機材事業部 

（東京本店長 渡邊智哉） 

バッテリーフォークリフトの EV化率 
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5. 横浜銀行によるモニタリングの頻度と方法 
上記目標をモニタリングするタイミング、モニタリングする方法は以下の通りである。 

本ポジティブインパクトファイナンスで設定した KPI の達成及び進捗状況については、三和機材と横浜

銀行の担当者が定期的に会合の場を設け、共有する。会合は少なくとも年に１回実施するほか、日頃の情

報交換や営業活動の場等を通じて実施する。横浜銀行との協議を踏まえ、9月末の年度決算後、関連する

資料を横浜銀行が受領し、モニタリングとなる指標についてフィードバック等のやりとりを行う。 

横浜銀行は、KPI達成に必要な資金及びその他ノウハウの提供、あるいは横浜銀行の持つネットワーク

から外部資源とマッチングすることで、KPI 達成をサポートする。 

 

モニタリング方法 
対面、テレビ会議等の指定はない。 

定例訪問等を通じて情報交換を行う。 

モニタリングの実施時期、

頻度 
年 1回程度実施する。 

モニタリングした結果の

フィードバック方法 

KPI 等の指標の進捗状況を確認しあい、必要に応じて対応策

及び外部資源とのマッチングを検討する。 

 

 

 

以 上 


